
様式第３号（第５条関係）

津山市小規模事業者等物価高騰対策支援金の額の計算書

令和４年１１月２５日

１．１ヶ月分の電気料金

※交付対象となる事業所が複数ある場合は各事業所の電気料金を合算して記載

２．１ヶ月分のガス（都市ガス・ＬＰガス）料金

※交付対象となる事業所が複数ある場合は各事業所のガス（都市ガス・ＬＰガス）料金を合算して記載

３．申請要件確認

・１ヶ月の事業用電気料金＋事業用ガス料金

※（Ａ）＋（Ｂ）が 1万円未満の場合は申請できません。

４．交付対象経費算出

・（１ヶ月の事業用電気料金＋事業用ガス料金）×30％×12 ヶ月

５．交付申請額

法 人：（Ｃ）と 100,000 円いずれか低い金額 交付申請額 ５５，０００円

個人事業主：（Ｃ）と 50,000円いずれか低い金額 交付申請額 ５０，０００円

申請内容及び添付書類に虚偽がないことを誓約し、支援金受給後，交付要件に該当しないことが判明した場

合は，支援金を返還することを誓約します。

申請者氏名又は名称 山北 次郎

領収書などに記載の１ヶ月分の電気料金 ８，０００円

上記金額の内，事業用電気料金
６，５００円（Ａ）

領収書などに記載の１ヶ月分のガス料金 １０，０００円

上記金額の内，事業用ガス料金 ９，０００円（Ｂ）

（Ａ）＋（Ｂ） １５，５００円

（（Ａ）＋（Ｂ））×30% ４，６５０円

※1円未満は切り捨て

（（Ａ）＋（Ｂ））×30%×12 ５５，０００円（Ｃ）

※1,000 円未満は切り捨て

□ 領収書等は令和４年１月～１０月の内、１ヶ月分の金額となっているか
□ 領収等の金額と一致しているか

□ 自宅と一体化している場合、家庭用の料金が減額されているか
（家庭用の料金は、申請者判断で算出）

□ 領収書等は令和４年１月～１０月の内、１ヶ月分の金額となっているか
□ 領収等の金額と一致しているか

□ 自宅と一体化している場合、家庭用の料金が減額されているか
（家庭用の料金は、申請者判断で算出）

□ 「１万円以上」になっているか

□ 正しく計算されているか
（１，０００円未満切り捨て）

□ 正しく記載されているか
上限額 法人：１０万円 個人：５万円


